
医業未収金の管理                                          対象受検機関：地方独立行政法人大阪府立病院機構 

事務事業の概要 検出事項 監査の結果 

 
１ 地方独立行政法人大阪府立病院機構（以下「機構」という。）では、診
療報酬等が回収予定日に入金されなかったものについては医業未収金と
して計上される。 

 (1) 患者負担分にかかる未収金については、患者別に未収金の発生及び
回収の状況を管理する未収金システムと会計科目別に管理する財務
会計システムの双方で残高管理を行っている。当該未収金について
は、平成24年度の監査結果（※１）のとおり、財務会計システムの残

高と未収金システムの残高に差額が生じていたが、平成25年度末にお
いても、以下の差異が生じている（いずれも未収金システムの残高に
比べ財務会計システムの残高が過大）。 

 

差異の原因の一部は、医事会計システムから財務会計システムへのデ

ータ連携機能のプログラム誤りや操作ミスであることが判明しており、
機構は平成26年度に医事会計システムのプログラムを改修するととも
に、差異金額を損失計上して措置する方針である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

  また、差異の発生原因を検証するために、新たにプログラムを製作し
ている。 
(2) 患者負担分以外にかかる未収金には、自治体に対する公費や保険会

社に対する保険金等がある。当該未収金については、(1)の患者負担
分にかかる未収金とは異なり、財務会計システムのみで残高管理を実
施している。 

 
１ 患者負担分にかかる未収金については、今後差異の検
証を行えるようになるとのことであるが、これまで財務
会計システムの残高と未収金システムの残高とを照合
し、差異の内容を把握する仕組みが構築されていない。 

 
 
２ 患者負担分以外にかかる未収金については、発生時の

入力や入金消込みが相手先別に実施されていないケー
スもあり、未収金残高の内訳について内容把握が行われ
ていない。 
当年度の監査で把握した平成25年度末時点の１年超

滞留残高及び発生日や相手先といった内容が不明な残
高は以下のとおりであり、会計処理の方針は決まってい
ない。 

 

  
３ 現在の未収金の管理指標では、すでに未収金になった
ものに対する回収状況を把握することはできるが、未収
金の滞納発生の防止にも努める必要がある。 

【改善を求めるもの（意見）】 
 患者負担分にかかる未収金については、財務会計シ
ステムの残高と未収金システムの残高を毎月照合す
るとともに、現在製作中の検証プログラムを活用し、
差異の内容やその発生原因をチェックする仕組みを
構築されたい。 
 患者負担分以外にかかる未収金については、左表の
うち回収の見込みのない未収金は不納欠損処理や貸

倒引当金計上の検討を行い、内容が不明なものには損
失処理を行う等会計処理方法を早期に検討し、適切に
処理するとともに、相手先別に内訳把握を行った上
で、滞留が発生していないか、入金処理誤りがないか
等について毎月チェックする仕組みを構築されたい。 
また、次期中期計画における未収金管理指標とし

て、より効果的な管理指標を検討中とのことであるた
め、請求額全体に対する回収状況を新たに管理するこ
とも考慮されたい。 
 

 

（単位：千円）

差異の状況

急性期・総合医療センター 215,362

呼吸器・アレルギー医療センター 5,527

精神医療センター 14,620

成人病センター 20,712

母子保健総合医療センター 16,786

合計 273,006

（単位：千円）

急性期・総合医療センター 991 △ 29,700

呼吸器・アレルギー医療センター 63 34

精神医療センター 0 6,043

成人病センター 233 737

母子保健総合医療センター 0 610

合計 1,292 △ 22,274

発生から
1年超滞留

発生日・相手先
が不明

※１ 平成24年度の監査結果（「財務会計システムと未収金システム
について」）要旨 
平成23年度末の患者負担分にかかる未収金に関して、財務会計

システム上の残高と未収金システム上の残高に差額が生じてい
る。患者別明細をもつ未収金システムと財務会計システムとの整
合性を保つことで、決算数値の正確性を検証できるが、両者の間
に原因不明の残高が生じており、決算数値の妥当性を欠いた状況
となっている。 



 

 
２ 機構では、未収金対策として、患者負担分に係る未収金の滞納発生の
未然防止及び発生した未収金の早期回収を中期計画に定めている（※
２）。当該計画に対する取組として、前者では、クレジットカード等を用
いた支払の導入や入院時の概算費用の提示等、後者では、電話等での催
促や弁護士法人への回収委託の導入等を実施している。 
また、平成23年度の監査結果（※３）を受け、以下のとおり回収率に

関する目標値を設定し、回収率の向上に取り組んでいる（※４）。 
さらに、他の地方独立行政法人等における未収金管理指標について、

事例調査を実施し、次期中期計画での新たな目標値設定について検討を
進めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

措置の内容 

 

患者負担分に係る未収金については、平成27年度から未収金差異を把握するシステムを構築し照合を行い、差異の内容や発生原因をチェックしている。 
患者負担分以外の未収金については、概ね未消込のものであり、判明したものについては、全て必要な会計処理を行った。また、更なる残高についても、月ごとの状況把握に努め、必要

な処理を行うよう全センターに周知した。 
未収金回収状況の管理については、平成27年度計画以降、患者請求額全体に対する回収率を患者未収金の管理指標とした。 
 

※２ 第２期中期計画 第２ ２（２）③ 「未収金対策及び資産の活用」  
患者負担分にかかる未収金の滞納発生の未然防止に努めるととも

に、発生した未収金は、債権回収委託等を活用しながら、早期回収に

取り組む。 

※３ 平成24年度の監査結果（「未収金の回収率について」）要旨 
  未収金の回収率の目標が設定されておらず、ＰＤＣＡサイクルが確
立されていない。回収率の目標を設定して実績と比較することによ
り、回収率向上に対する取組を行われたい。 

※４ 平成25年度の回収率に関する目標と実績の比較 

  

目標差
前年度差

△2.0%
△1.1%
△1.0%
1.10%

現年度分 18.20% 20.30% 19.30%

H24実績 H25目標 H25実績

過年度分 94.70% 95.60% 93.60%



建設仮勘定の本勘定への振替漏れ 

対象受検機関 検出事項 監査の結果 措置の内容 

 
地方独立行政法人  
大阪府立病院機構 

 
急性期・総合医療センターにおいて、平成26年３月に使

用を開始した施設設備について、建設仮勘定から本勘定へ
の振替が遅れているものが２件あり、平成25年度の減価償
却費が使用を開始した月に当たる平成26年３月から開始
すべきであるが、担当者が誤って代金支払日（平成26年４
月）で当該固定資産を登録していたことにより、1,842千
円未計上となっていた。 
 

冷温水製造機設備更新工事 242,546千円 

病棟トイレ他改修工事 89,100千円 

 
 なお、上記２件の振替漏れについては、代金支払月に当
たる平成26年４月に本勘定への振替が行われている。 

【是正を求めるもの】 
今後、決算日時点で建設仮勘定として計上されているものにつ

いては、建設仮勘定から本勘定への振替遅れが起こらないよう、
使用開始されていないか十分に確認を行うなど、適正な事務処理
手続を行われたい。 
 

 

建設仮勘定から本勘定への振替漏れが
発生しないよう、各センターからの報告様
式に「引渡日」「使用開始日」の欄を新た
に設けた。 

 

  

【地方独立行政法人大阪府立病院機構固定資産管理規程】 
（減価償却の方法） 
第27条 減価償却は、その固定資産を取得し使用を開始し
た月をもって開始し、事業年度ごとに行うものとする。 



固定資産の耐用年数誤り 

対象受検機関 検出事項 監査の結果 措置の内容 

 
地方独立行政法人  
大阪府立病院機構 

 
急性期・総合医療センターにおいて、平成25年度に

Ｘ線ＣＴ撮影システム２台を購入したが、耐用年数を
本来６年とすべきところを５年として登録を行って
おり、平成25年度の減価償却費が4,763千円過大に計
上されていた。 
  

【是正を求めるもの】 
耐用年数の登録を是正するとともに、規定に従い耐用年

数を適正に登録するため、ルールの周知徹底を図られたい。 

 

 

 

 

耐用年数の誤りについては、是正の上、固定資産
台帳に反映した。 

また、耐用年数を含めた正しい資産管理の手続に
ついて、マニュアル化するとともに担当者会議を開
催し、周知した。 

 

  

【地方独立行政法人大阪府立病院機構固定資産管理規
程】 
（減価償却の方法） 
第27条 減価償却は、その固定資産を取得し使用を開

始した月をもって開始し、事業年度ごとに行うもの
とする。 

２ 償却資産の耐用年数は、地方公営企業法施行規則
（昭和27年総理府令第73号）別表２（※）に基づく

耐用年数とする。ただし、受託研究等により取得し
た固定資産は、当該資産を使用する予定の期間を耐
用年数とする。 

※該当箇所抜粋 
 
 

 

種類 構造又は用途 細目
耐用年数
（年）

器具及び備品 医療機器
レントゲンその他の電子装置を
使用する機器　その他のもの

6



固定資産の減価償却開始月の登録誤り 

対象受検機関 検出事項 監査の結果 措置の内容 

 
地方独立行政法人  
大阪府立病院機構 

 
母子保健総合医療センターでは、平成23年度から３年

にかけて手術棟の増設工事が行われ、平成26年３月に工
事完成後、引渡しを受け、同月に医療器具等の器械備品
（626点）を購入し、当該手術棟は同年５月から使用を
開始した。 
 

 器械備品の減価償却は、使用開始月である平成26年５
月から開始すべきであるが、登録担当者が使用開始日を

確認することなく購入した同年３月から開始されてお
り、平成25年度の減価償却費が12,266千円過大計上とな
っていた。 
 
固定資産取得件名一覧表には、取得年月日の記載欄は

あるが、使用開始日の記載欄がないことから、取得年月
日で登録したことが原因である。 
 

【是正を求めるもの】 
器械備品については、使用開始月で減価償却を開始するよ

う登録を是正するとともに、本件のように固定資産の取得日
と使用開始日が異なる場合には、減価償却開始日に誤りが起
こり得るので、規定に従い適正に登録が徹底されるよう周知
徹底されたい。 

 

【地方独立行政法人大阪府立病院機構固定資産管理規程】 
（減価償却の方法） 

第27条 減価償却は、その固定資産を取得し使用を開始し
た月をもって開始し、事業年度ごとに行うものとする。 

 

 

各センターからの報告様式である「固定資産取
得件名一覧表」に「使用開始日」の欄を新たに設
けた。 
また、過大計上となっている減価償却費につい

て、平成26年度決算作業で修正を行った。 

 

  



府立産業技術総合研究所の設備機器の区分の明確化及び有効活用の必要性            対象受検機関：地方独立行政法人大阪府立産業技術総合研究所 

事務事業の概要 検出事項 改善を求める事項（意見） 

 
１ 地方独立行政法人大阪府立産業技術総合研究所（以下「研究所」という。）は大阪府
から運営費交付金を受け取っている。運営費交付金については、大阪府の商工労働部
が予算を作成し財政課に要求しているが、その詳細については研究所と協議の上作成
されている。研究所では運営費交付金の交付対象として中期計画で以下のように定め
ている。 

  (1) 維持管理運営費（非収益分） 
  (2) 機器整備費（非収益分） 

(3) 人件費（非収益分、平成24年度から平成27年度は一部収益分も含む） 

(4) 法人化による新規経費等 
  (5) 退職手当 
  (6) 大規模改修費 

  上記(1)～(4)については「標準運営費交付金」、(5)、(6)については「特定運営費交
付金」の対象となる。 

 
２ 研究所は、大阪府内の産業、特に中小企業の振興を目的として設備機器を購入し、
依頼試験、受託研究業務や中小企業に対する機器の開放などに利用している。研究所
が購入する設備機器は、見積購入金額を利用料等の収入により何年間で回収すること
ができるかにより収益性機器、非収益性機器に区分されており、非収益性機器の中に
は、研究業務のみに利用され、収入を生むことが予定されていない機器もある。これ
らの機器を購入する財源としては、大阪府からの運営費交付金、研究所の自己収入及

び目的積立金などがあるが、運営費交付金は非収益性機器の購入のみに充当される。
財源と機器の種類の関係は以下のとおりである。 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
１ 運営費交付金の対象は非収益性機器とされている
が、収益性機器と非収益性機器を区分する明文化さ
れたルールが存在せず曖昧な部分があり、回収年が
区分の目安とされる７から８年を超えていても収益
性機器と判断される場合もある。 
また、回収年については、見積購入金額から補助金

等を控除せず計算するとしているが、控除した上で計
算している場合もあり、回収年の計算方法も不明確で

ある。 
さらに、研究業務のみに利用される機器を特定の償

却資産として指定を求める基準として、明文化された

規程等は存在せず不明確である。 
 
２ 現状では、収益性機器、非収益性機器の区分は、
見積購入金額を利用料等の収入により何年間で回収
することができるかにより判断しているが、研究所
はそもそも収益獲得を目的とするような法人ではな
く、平成25年度の収入合計2,660百万円のうち、運営
費交付金が2,147百万円、自己収入が484百万円と、
大半を大阪府からの運営費交付金に依存している。 

また、左図で示すように、運営費交付金のみ収益性
機器の購入原資には充当できないという縛りをかけ
ているものの、主として過年度の運営費交付金の剰余
からなる目的積立金や非収益性も含む機器貸与料（自
己収入）はあらゆる種類の機器購入の財源に充当でき
ることとなっている。このことは、収益性・非収益性
の区分が一貫した有用なものとなっていないことを
示している。 

 
３ 100万円未満の機器については稼働状況調査を実
施しておらず、稼働率が低い機器の有無について把
握できていない。 
また、稼働状況調査の対象となる100万円以上の機

器について、調査の結果、稼働率が低いものも散見さ
れるが、平成22年度以前の購入機器については今後の
活用方法についての検討が行われていない。 

 

 
機器を収益性、非収益性に区分する基準

を明確化されたい。また、機器を収益性、
非収益性に区分をすること自体が適切かど
うかも含めて、大阪府と協議の上検討され
たい。 
 
100万円未満の機器についても効率的な

稼働状況調査の方法を検討し、保有資産の

活用状況を把握されたい。 
また、平成23年６月より実施されている

稼働状況調査の対象となった機器のうち平

成22年度以前の購入機器についても稼働率
が低いものについては今後の活用方法を検
討されたい。 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

運営費交付金 自己収入 目的積立金

○ ○

収益の獲得が予定されるもの ○ ○ ○

研究業務のみに利用 ○ ○
○

⇒特定の償却資産

○：財源の充当可能

非
収
益
性

機器の種類

収益性



 
また、平成25年度における主な購入機器は以下のとおりである。 

 
 

３ 機器の収益性、非収益性の区分は、見積購入価格を年間利用料等収入で除すことに
より計算される回収年が、７年から８年程度かどうかを目安として判断されるが明文

化された規程等は存在しない。また、研究業務のみに利用される機器のうち、目的積
立金を財源として平成25年度に取得した5,705,090円について、平成25年10月29日付で
大阪府から指定を受け、地方独立行政法人会計基準第85で規定される特定の償却資産
として会計処理をしている。但し、研究業務のみに利用される機器のなかで、特定の
償却資産としての大阪府に指定を求める基準として、明確化された規程等は存在しな
い。 

 
４ 研究所は、平成24年度に地方独立行政法人化され、従来にも増して自主的・自律的
に組織運営を行い、収入の確保や財務の効率化が求められることとなった。ただし、
研究所は収入の大部分を運営費交付金に依存する収入構造であり、平成25年度の収入
合計2,660百万円のうち、自己収入は484百万円となっている。平成25年度の決算報告
書は以下のとおりである。 

 
 
 
 
 
 

収益性 名称 見積購入金額 年間利用料等収入 回収年 契約金額
湿式精密切断機（２台） 4,038,300 4,000,000 1.0 3,420,000
熱分解総合分析システム 35,000,000 4,000,000 8.8 29,400,000
紫外可視近赤外分光光度計 10,000,000 1,412,500 7.1 6,970,950
回転式摩擦摩耗試験機システム 20,145,000 2,345,400 8.6 18,900,000
レオロジー特性評価装置 18,270,000 2,500,000 7.3 14,647,500
分光測色計 2,866,500 550,000 5.0 1,239,000
往復しゅう動式摩擦摩耗試験
摩擦摩耗試験機用恒温恒湿槽＊
ロックウェル硬さ試験機 1,739,850 155,360 11.2 1,333,500
液体クロマトグラフ質量分析システム 65,000,000 8,070,000 8.0 64,785,000
グロー放電発光分析装置 38,000,000 3,678,000 10.3 26,019,000

両面マスクアライナ＊＊＊ 40,950,000 1,637,000
5.4

6年後から
39,690,000

高分解能X線CT装置 56,700,000 5,790,000 9.8 44,940,000
液体窒素発生装置＊＊ 8,540,700 ― ― 6,825,000
＊往復しゅう動式摩擦摩耗試験機に付随する装置で見積りは、両者合計額。入札は、別に実施。

＊＊共用機器で単独の収入はないが、現有機器が老朽化し、故障したため、修理より購入に切り替え。

＊＊＊NEDOのマッチングファンドによる購入であり2/3が補助される。

13,534,500

非収益

収益

15,936,000 1,870,000 8.5



監査（検査）実施年月日（委員：平成－年－月－日、事務局：平成26年12月８日から同月９日まで） 

 
 

５ 研究所では、平成23年６月より機器の稼働状況調査を実施している。調査対象は、
「購入価格が100万円以上である主要な機器」であり、100万円未満の機器については
稼働状況調査を実施していない。調査は毎月実施され、月次の調査結果は研究所の共
有サーバーに格納され、全職員がいつでも閲覧できる状態になっている。稼働状況調

査の結果は、各研究員が機器購入の際の参考や、機器の保守・修理の優先度判断など
のために活用している。 
稼働状況調査の結果、稼働時間が短いものも散見される。このうち平成23年度以後

の購入機器については、経営会議などで活用方法の検討がされているが、それ以前の
購入機器については経営会議などの課題として取り上げられておらず、今後の活用方
法についての検討が行われていない。 

措置の内容 

 
○ 機器整備区分の明確化 

・ 府との協議の結果、運営費交付金の算定上、機器整備区分は必要との結論に至った。 
・ 機器整備区分については、内部の処理区分を「短期回収型」「一般型」と改め、年間利用料等による回収年を８年と明確化することを、研究所機器整備部会において決定した。 

 

○ 機器の有効活用について 
 ・ 100万円未満の機器に係る稼働状況については、固定資産実査時に機械毎の利用頻度調査により、稼働状況を把握した。今後も調査を行い、購入機器を有効利用するための資料とし

ていく。 
 ・ 平成23年６月より実施している稼働状況調査の対象となった機器のうち、平成22年度以前の購入機器については、個別に状況を調査し、その結果を平成27年５月開催の業務運営会議

で報告し、今後の活用方策を定めた。 

【決算報告書】 （百万円）
収入 平成25年度予算 平成25年度決算額 差額

運営費交付金 2,164 2,147 -17
自己収入 392 484 92

事業収入 273 290 17
外部資金研究費等 53 98 45 （注１）
その他収入 66 96 30

目的積立金収入 0 29 29 （注２）
計 2,556 2,660 104

支出
業務費 1,931 1,893 -38

技術研究経費 666 726 60 （注２）
外部資金研究費等 42 52 10
職員人件費 1,223 1,115 -108 （注３）

施設整備費 247 219 -28
一般管理費 378 363 -15
計 2,556 2,475 -81

（注１）独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構の「課題設定型産業技術
開発費助成金」の獲得が主な要因

（注２）目的積立金取崩収入による技術研究経費の支出が主な要因
（注３）定員に対して欠員が生じているため人件費の剰余が発生している。



府立産業技術総合研究所の中期目標設定における工数管理の必要性               対象受検機関：地方独立行政法人大阪府立産業技術総合研究所 

事務事業の概要 検出事項 改善を求める事項（意見） 

 
１ 地方独立行政法人大阪府立産業技術総合研究所（以下「研究所」という。）は大阪府
内の産業、特に中小企業の振興を目的として、中小企業に対して、受託研究、依頼試
験、施設設備の開放による技術支援を行うとともに、研究開発を目指す創業者や新製
品開発を目指す研究開発型中小企業を対象とした支援を行っている。 
また、大阪府内の中小企業が強みを持つ産業分野において、更なる基盤技術高度化

を目指して研究開発を行うとともに、研究や技術支援等の業務で得た成果・ノウハウ
をもとに技術相談、現地相談など指導普及業務を行っている。 

研究所の業務は、技術支援業務、指導普及業務、研究業務の３つに大別され、それ

ぞれの具体的な内容は以下のとおりである。 

技術支援業務 受託研究、依頼試験、設備機 
の開放など企業からの依頼に対応する業務 

指導普及業務 技術指導（技術相談、現地相談、実用化支援）や技術普及（セミナー
や講習会等の実施）など、研究所で得られた研究成果や技術ノウハウ
の普及・移転により技術力向上を目指す業務 

研究業務 特別研究、プロジェクト研究、発展研究、基盤研究、企業・大学等と
の共同研究など 

  研究所は現在の中小企業のニーズに応えるための技術支援業務、指導普及業務に取
り組みつつ、将来にわたって中小企業への高度な支援を継続するため、研究業務も実
施する必要がある。 

 

２ 研究所は平成24年度に地方独立行政法人化され、地方独立行政法人法第26条に基づ
く中期計画を作成し、10個の数値目標を掲げている。その上で、中期目標期間の各年
度においても年度計画を作成し、各年度における数値目標の目安を定めている。 

  数値目標は、成果を求めるための活動量を示す活動指標とその成果としての成果指
標から構成され、それぞれ平成19年度から平成22年度までの実績を基礎として算定し
ている。平成24年度から平成27年度までの第一期中期目標期間において設定された数
値目標と、平成25年度までの実績は以下のとおりである。平成24年度及び平成25年度
においては、すべての項目で実績が目標を上回っている。 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
１ 研究所は、業務別の工数管理が不十分であるため、数値目
標の達成にどの程度の工数をかけたのかが不明となってい
る。 
第一期中期目標期間において設定された数値目標はいずれ

も業務の結果や成果を示す指標であり、結果や成果を得るた
めにどの程度の工数がかかったのかという工数管理情報は存
在しない。 

 

２ 研究所の業務は技術支援業務、指導普及業務、研究業務に
大別されるが、業務ごとの工数管理を行っていないことから、
業務別の損益管理も十分に行えていない。研究所は業務分野
が工業のみの単一セグメントであるとして、セグメント情報
の開示には至っていない。 

 

地方独立行政法人会計基準及び地方独立行政法人会計基
準注解 
第41 セグメント情報の開示 
１ 地方独立行政法人における開示すべきセグメント情
報は、次のようなものとし、当該法人の事業内容等に
応じた適切な区分に基づくセグメント情報とする。 

 (1) 事業の種類別セグメント情報 
 (2) 所在地別セグメント情報 
 
＜注37＞ セグメント情報の開示について 
１ 地方独立行政法人は、業績評価のための情報提供等
による住民その他の利害関係者に対する説明責任を果
たす観点から、その業務の内容が多岐にわたる場合、
区分及び開示内容について企業会計で求められるより
も詳細なセグメントに係る財務情報を開示することが
求められる。 

２ （略） 
３ セグメントの区分については、運営費交付金に基づ

く収益以外の収益の性質や複数の業務を統合した法人
における業務の区分を参考にしつつ、例えば、施設の
機能別セグメント、研究分野別セグメントなど、定め
ていくこととする。ただし、公立大学法人については、
比較可能性の確保の観点から、一定のセグメント情報
について共通に開示することに留意する必要がある。 

 

 
各業務にどの程度の工数がかか

っているかという工数管理情報の
把握に努められたい。その上で、工
数管理情報も考慮した業務効率化
に係る数値目標の設定を検討され
たい。 
また、地方独立行政法人として、

従来にも増して自主的・自律的に組

織運営を行い、収入の確保や財務の
効率化が求められることから、業務
の成果や結果に対し、それらを得る
ためにどれだけのコストがかかっ
ているかを把握するためにも、セグ
メント情報の開示を検討されたい。 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 



 

 
 
３ 数値目標を上回る結果となった要因としては、地方独立行政法人化により柔軟な組
織運営が行えるようになったことや、数値目標の進捗状況を月２回実施されている業
務運営会議において報告するなど進捗管理を行ったことが挙げられる。また、職員が
数値目標を意識してその達成に努めたとのことである。 

 
４ 地方独立行政法人会計基準においてはセグメント情報の開示が規定されているが、
研究所では単一セグメントにより事業を実施しているとして開示を省略している。他
の地方独立行政法人化されている試験研究機関における、セグメント情報の開示状況

は以下のとおりである。 

名称 概要 

東京都立産業技術
研究センター 

技術支援、製品開発支援、研究開発、産業サービス、法人共通、
その他に区分して開示している。 

鳥取県産業技術セ
ンター 

本部、電子・有機素材研究所、機械素材研究所、食品開発研究
所に区分して開示している。 

青森県産業技術セ
ンター 

工業部門、農業部門、水産部門、食品加工部門、農商工連携基
金、本部・共通に区分して開示している。 

北海道総合研究機
構 

本部、農業研究本部、水産研究本部、森林研究本部、産業技術
研究本部、環境・地質研究本部、建築研究本部に区分して開示
している。 

大阪市立工業研究
所 

開示していない 

山口県産業技術セ
ンター 

開示していない 

岩手県工業技術セ
ンター 

開示していない 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

H22年度 H23年度 H26年度 H27年度 中期計画
実績 実績 目標 実績 目標 実績 目標 目標 目標

① 件 55,244 63,316 57,000 72,030 57,500 76,553 58,000 58,500 231,000
件 13,314 14,127 13,769 14,277

依頼試験 件 5,514 6,078 5,872 6,144
設備開放 件 7,800 8,049 7,897 8,133

件 43 37 47 134 54 152 61 68 230
簡易受託以外 件 43 37 40 50 40 53 40 40 160
簡易受託 件 - - 7 84 14 99 21 28 70

④ 件 285 398 400 550 450 757 500 550 1,900

⑤ 回 264 152 400 509 470 576 530 600 2,000
⑥ 回 134 119 180 226 180 219 180 180 720
⑦ 回 24 31 30 49 30 84 30 30 120
⑧ 件 238 215 239 322 241 319 244 246 970
⑨ 件 45 49 49 76 50 77 50 51 200
⑩ 件 28 26 27 40 27 41 28 28 110

項目

②

③

13,700 13,900

H24年度 H25年度

■成果指標：事業本来の目的に対する「成果」を表す指標
技術相談

学会等での発表件数
論文等投稿件数
競争的研究資金の応募件数

団体支援

依頼試験及び設備開放

受託研究

現地相談
機器利用技術講習会
講習会等での情報発信

■活動指標：成果を求めるために実施した「活動量」を表す指標

14,100 14,300 56,000



監査（検査）実施年月日（委員：平成－年－月－日、事務局：平成26年12月８日から同年12月９日まで） 

  

措置の内容 

 
○ 工数管理情報の把握・業務効率化に係る数値目標の設定について 

研究所が取り扱う技術支援・指導普及・研究業務は多岐にわたり、処理に要する工数も相談内容等に応じて大きく異なることから、定量的な工数管理情報を把握することが、研究所の業
務効率化に資するとはいえないと考えている。なお、他府県の地方独立行政法人である公設試験研究機関に対して状況把握を行った結果、工数管理情報の把握を実施している法人はなかっ
た。 

業務の効率化については研究所としても必要性を認識している。今後、技術サポートセンターを設置して定型的な依頼試験等を集約実施するなど、更なる業務の効率化を進めていく。 
 
○ セグメント情報の開示について 

会計実務の更なる改善に向けた検討会を設置し検討したところ、研究所においては、業務分野が工業単独で、所在地も本所のみであることから、現段階では、セグメント表示を行う必要
性はないとの結論に至った。なお、セグメント情報の取扱いについては、平成27年１月に国の独立行政法人会計基準が改訂されたところであり、今後、地方独立行政法人への適用拡大の動

きや、国の独立行政法人の対応状況等を注視し、これらの動きを踏まえて対応していく。 
 



府立産業技術総合研究所の研修室等の活用方法の検討                     対象受検機関：地方独立行政法人大阪府立産業技術総合研究所 

監査（検査）実施年月日（委員：平成－年－月－日、事務局：平成26年12月８日から同年12月９日まで） 

事務事業の概要 検出事項 監査の結果 

 
地方独立行政法人大阪府立産業技術総合研究所（以下「研究所」という。）では、研究所内にホール

や研修室、談話室（以下「研修室等」という。）を保有しており、所内で利用するほか、利用料を徴取
して外部に対する貸出しも行っている。研修室等の稼働状況については、所内のシステムで管理して
おり、平成25年度における稼働率は以下のとおりである。 

 

 
全ての研修室等の年間稼働率は50％未満で

あり、１か月の使用日数が数日程度のものも多
く見られるにもかかわらず、研究所では、稼働
率が低い研修室等の活用方法について、経営会
議などの課題として取り上げられておらず、今
後の活用方法についての検討が行われていな
い。 

【改善を求めるもの（意見）】 
研修室等の中には稼働状況が低いも

のも散見されるため、今後の活用方法
を検討されたい。 

措置の内容 

 

研修室等については、業務運営会議にて監査結果を報告の上、活用方法を検討した結果、所内での会議等をはじめセミナー、講習会、外部視察等で数十名から数百名規模まで幅広く利用さ
れている状況を鑑み、引き続き所内で活用するとともに外部利用を促すことで利用促進を図っていくこととした。そのため、機関誌への広告掲載、当所のメールマガジン掲載、研究所におけ
るチラシ配架、各種協議会での告知等を通じた広報を今後も積極的に継続することで利用を促進していく。 

 

ＴＲＩホール

(本館1F)

研修室１

 (本館 2F)

研修室２

 (本館 2F)

研修室３

(本館 2F)

研修室４

 (本館 2F)

研修室５

 (本館 2F)

談話室１

 (本館 4F)

談話室２

(本館 4F)

使用日数 0.5 8.5 3.5 3 1 15.5 3.5 2

稼働率 2% 40% 17% 14% 5% 74% 17% 10%

使用日数 2 10 7 2 6.5 9.5 6 6.5

稼働率 10% 48% 33% 10% 31% 45% 29% 31%

使用日数 0 4 1.5 2.5 4 8.5 4 7

稼働率 0% 20% 8% 13% 20% 43% 20% 35%

使用日数 0 4 3 3.5 4 8.5 0.5 2.5

稼働率 0% 18% 14% 16% 18% 39% 2% 11%

使用日数 2 6.5 5 4 3.5 6 5.5 6.5

稼働率 9% 30% 23% 18% 16% 27% 25% 30%

使用日数 8.5 7.5 7 4 11 9.5 4.5 7

稼働率 45% 39% 37% 21% 58% 50% 24% 37%

使用日数 8 8.5 7.5 6 5.5 13 3.5 5.5

稼働率 36% 39% 34% 27% 25% 59% 16% 25%

使用日数 0 10.5 1.5 6 6 11.5 0.5 6.5

稼働率 0% 53% 8% 30% 30% 58% 3% 33%

使用日数 0 2.5 1.5 4 4 8 0 4.5

稼働率 0% 13% 8% 21% 21% 42% 0% 24%

使用日数 1 2 2 1 2 8.5 2 4

稼働率 5% 11% 11% 5% 11% 45% 11% 21%

使用日数 12 6.5 3 5.5 7 8.5 2.5 7

稼働率 63% 34% 16% 29% 37% 45% 13% 37%

使用日数 10 3.5 1 2 4.5 7 5 3

稼働率 50% 18% 5% 10% 23% 35% 25% 15%

総使用日数 44 74 43.5 43.5 59 114 37.5 62

年間稼働率 18% 30% 18% 18% 24% 47% 15% 25%

※使用日数については、半日使用を０．５日換算している。

※稼働率（％）＝使用日数÷営業日数×１００

※各月の下の（）内数字は営業日数

２月

（19）

３月

（20）

（244）

８月

（22）

９月

（19）

１０月

（22）

１１月

（20）

１２月

（19）

１月

（19）

４月

（21）

５月

（21）

６月

（20）

７月

（22）


